
平成２１年度甲斐市普通会計資金収支計算書解説 

 

《概要》 

資金収支計算書とは、行政活動を歳計現金（＝資金）の流れから見たものであり、会

計年度内における資金増減の内訳を示しています。 

「経常的収支の部」には、人件費、物件費、社会保障給付などの支出と、市税、地方

交付税、国県補助金等、使用料・手数料などの収入が計上されており、日常の行政活動

による資金収支の状況が表示されています。この収支の黒字額が少ない場合は、財政構造

が硬直化していることになります。 

 「公共資産整備収支の部」では、道路や学校など公共資産整備に係る支出と、その財

源となる国県補助金等、地方債発行額などが収入として計上されており、いわゆる公共

事業に伴う資金の使途とその財源の状況を表示しています。 

 「投資・財務的収支の部」には、投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還

金などによる支出と、その財源である国県補助金等、貸付金回収額、基金取崩額、地方

債発行額などが収入として計上されており、投資活動や地方債返還（財務活動）による

資金の出入り状況が表示されています。 

 以上の３つの区分で表示される資金収支計算書からは、自治体でどのような活動に資

金を必要とし、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような

性質の活動で獲得し、または使用しているのかを読み取ることができます。 

 

 「経常的収支の部」の支出合計は１５８億５，１１５万１千円となっており、そのう

ち主なものは、人件費３３億７，６７５万９千円、物件費３３億９，４８１万３千円、

社会保障給付の３４億１，８７７万７千円などです。 

 収入合計は２２４億５，１９０万６千円であり、そのうち金額が大きいものは、地方

税の８６億１３０万円、地方交付税の４０億８，３１０万６千円、国県補助金等の４５

億９，３１６万円などです。 

 この結果、経常的収支差額６６億７５万５千円は公共資産整備や地方債償還などに充

当されることになります。 

 

「公共資産整備収支の部」の支出合計は５６億２，１７１万７千円となっており、そ

の大部分となる５４億２７４万９千円が自団体で行う公共資産整備に係る支出です。 

公共資産整備支出の財源としては、国県補助金等１１億５，１７３万７千円、地方債

発行額１６億９，５８０万円、基金取崩額４億３，９５８万５千円などで合計３３億４，

６３６万６千円となっています。 

この結果、公共資産整備収支額は２２億７，５３５万１千円の赤字となっていますが、

これは経常的収支の差額により賄われたことになります。 

 

「投資・財務的収支の部」の支出合計は４７億６００万９千円となっており、そのう

ち主なものは、地方債償還額が２９億８１０万円、他会計等への公債費充当財源繰出金



が９億１，１２４万４千円、基金積立金が８億８，１０７万６千円などです。 

一方、収入合計は１０億７，８０８万４千円であり、投資・財務的収支額は、３６億

２，７９２万５千円の赤字となっていますが、これは経常的収支の差額により賄われた

ことになります。 

 

 これらの収支の結果、平成２１年度の１年間で歳計現金が６億９，７４７万９千円の

増となり、期末歳計現金残高は１７億５，０６４万９千円となっています。 

 

 また、欄外に資金収支計算書に含まれていない一時借入金に関する情報及び地方債の

発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを全体の収支から除いた基礎的財

政収支（プライマリーバランス）に関する情報を注記しています。 

 甲斐市の場合、地方債の元利償還額（３３億５，５２４万１千円）が地方債発行額（２

９億７，５８０万円）を上回っていることなどにより、基礎的財政収支は７億４，５０

４万３千円のプラスとなっています。 

 

 

 

《用語解説》 

資金収支計算書 

用     語 解         説 

経常的収支の部 毎年度継続的に行われる経常的な行政活動に要する経費の資金

収支を計上しています。 

公共資産整備収支の部 道路や学校など自団体で整備する公共資産整備に要する経費の

資金収支を計上しています。 

投資・財務的収支の部 投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還金などに要

する経費の資金収支を計上しています。 

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

公債の利払い費と償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた

歳入のバランスをみるものです。近年の財政構造改革等の議論に

おいて、持続可能な財政バランスの実現のための指標として使用

されることが多く、重要な指標として注記に掲載されています。 

 


